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17.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 18.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 19.1 2 3 4 5

現在の景気 ● ▲ ▲ ▲ ▲ ● ▲ ▲ ▲ ● ▲ ▲ ▲ ▲ × ● ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ● × ▲ ▲ × ▲ ▲

３か月後の景気 ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ × × × × × × × × ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ × ×

生産活動 ● ● × × ● ● ● ▲ × ● × ● × ▲ × ● ● ▲ × × ● × ● × ● ● × ▲ ×

個人消費 ● × ▲ ● ▲ ● ▲ × ▲ ▲ ● ▲ ● ● ● × × ▲ ● ● ● ● ● × ▲ ▲ × ● ●

民間設備投資 ● × ● ● × ● ● ● × ● ● × ● ● × × ● × ● ● ● × ● × × ● ● × ×

住宅投資 ● × × ● ● × × × × ● ● × ● × × ● ● × × ● × ● ● ● × × × × ×

公共投資 ● ● ● × × ● × ● ● × × ● × × × ● ● ● × × × × ● ● ● × × × ●

雇用情勢 ● ▲ ▲ ▲ ● ● ● ▲ ● ● ● ● ● ● × ● × ● ▲ ▲ × × ● × ● × × ● ×

17.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 18.1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 19.1 2 3 4 5

鉱工業生産指数 季調済・前月比 × ● ● ● ● × ● ● × ● × ● × ● ● × ● × × ● × ● × ● ● × ● ×

可処分所得 前年比 × × × × ● ● × × × × × × × × × ● × × × ● × ● ● ● ● ● ● ●

家計消費支出 前年比 × × × ● ● × ● × × × × × × ● ● × × × ● ● ● ● ● ● ● × × ●

百貨店・スーパー販売額 店舗調整前・前年比 × × × × × × × × × × × ● ● ● × × × × ● × ● × × × × × × ×

家電大型専門店販売額 前年比 ● ● ● ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● × × ● ● ● × ● × ● ● × ● ● ●

ドラッグストア販売額 前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

ホームセンター販売額 前年比 × × ● ● × ● × × ● × ● ● ● × × × × × ● × ● ● × × × × × ×

乗用車新車登録台数 ２車種計・前年比 ● ● ● ● ● ● × × × × × × × × × × × × ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ●

軽乗用車新車販売台数 前年比 × ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ▲ ● ● ● ● ● ● × × ● × ● ●

民間非居住建築物床面積 ３業用計・前年比 × ● ● × ● ● ● × ● ● × ● ● × × ● × × ● ● ● × ● × × ● ● × ×

トラック新車登録台数 ２車種計・前年比 × × ● ● ● ● × × × ● ● × ● ● × ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

新設住宅着工戸数 前年比 × × ● ● × × × × ● ● × ● × × ● ● ● × × ● × ● ● ● × × × × ×

公共工事請負金額 前年比 ● ● × × ● × ● ● × × ● × × × ● ● × ● × × × × ● ● ● × × × ●

新規求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 × × × ● ● × × ● ● ▲ ● ● × ● ● × ● ● × × ● × ● × ● × ▲ ● ×

有効求人倍率（受理地別） 季調済・前月差 ● × × ● ● ● × ● ● ● ● ● ▲ ● ● × × ● ● × ▲ × ● × ● × × ● ×

有効求人倍率（就業地別） 季調済・前月差 ● ● × ● ● ● × ● ● ● ● ● ▲ ● ● × × ● ● × × × ▲ × ● ● × ● ×

常用雇用指数 全産業・前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● × ● ▲ × × × × × × × × × × ● × ●

所定外労働時間指数 製造業・前年比 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● × × ● ● ● × ● ● × × ● ● ● ▲ ▲ × ×

常用労働者の賃金指数 名目・前年比 ● × × × × ● × × ● × × × ● × × × × × × ● ● ● ● × × ● ●

企業倒産 負債総額・前年比(逆) × × ● × × ● ● × ● × ● ● ● ● × × × × ● ● ● ● × × ● × ● ● ●

●＝前年比・前月比プラス、▲＝同横ばい、×＝同マイナス。ただし、「企業倒産」は逆表示。

《ご参考》
県内景気の基調判断の推移

【県内景気天気図】

●＝前月比上昇・好転

▲＝前月比横ばい

×＝前月比下降・悪化

【県内主要経済指標】
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１．概況…弱含みの足踏み状態 

 

県内景気の現状 

県内製造業の生産活動を鉱工業生産指数でみると、化学や食料品などは上昇したが、窯業・土石製品やプラスチック製品、電気機械、はん用・生産用・

業務用機械などが低下したため、前月比では２か月ぶりに低下し、月々の変動を均してみると２か月連続で低下し、伸び悩んでいる。 

  需要面では、百貨店・スーパー販売額は一部の品目で前年比増加したものの、ほとんどの品目で前年を下回り、６か月ないし７か月連続で減少してい

る。大型専門店などの小売業態では、ホームセンターの販売額は６か月連続で減少しているものの、ドラッグストアは49か月連続で増加し好調が続き、家

電大型専門店は３か月連続で増加、コンビニエンスストアも６か月連続で増加しているため、小売業６業態計売上高は百貨店・スーパー販売額の不振を大

型専門店などがカバーし、微増ながら２か月連続で増加している。また、乗用車と軽乗用車の新車登録・販売台数はともに２か月連続で大幅に増加した。

また、公共工事の請負件数は５か月ぶりに増加、金額も４か月ぶりかつ大幅に増加した。一方、民間設備投資の指標である民間非居住用建築物着工床面積

は、鉱工業用が３か月ぶりに大幅減少し、サービス業用が３か月連続、商業用も２か月連続で大幅減少したため、３業用計では２か月連続で大幅に減少し

た。また、新設住宅着工戸数は持家が４か月ぶり、貸家が２か月ぶりに減少し、分譲住宅が４か月連続で減少しているため、全体では５か月連続かつ大幅

に減少している。雇用情勢をみると、新規および有効求人倍率は引き続き高水準で推移しているが、新規は前月に比べ大幅に低下した。常用雇用指数は２

か月ぶりに増加したが、製造業の所定外労働時間指数は２か月連続で減少した。 

これらの状況をまとめると、製造業の生産活動は米中貿易摩擦による影響から伸び悩んでいる。需要面では、消費税関連の駆け込み需要が乗用車販売や

家電販売でみられ、堅調に推移しているものの、民間設備投資や住宅投資などでは減速感がでている。したがって県内景気の現状は、緩やかな回復基調に

あるものの、弱含みの足踏み状態が続いているとみられる。 

 

今後の景気動向 

県内製造業の生産活動は、比較的堅調な個人消費の動向を受け、内需については底堅い動きが続くとみられるが、外需は米中貿易摩擦に加え韓国への輸

出規制強化問題により一層の減速が懸念され、全体に停滞感が出てくると考えられる。また、需要面では、消費税率引き上げの直前にかけて駆け込み需要

が一部で出てこようが、景気全体へのけん引力は弱いと考えられる。したがって今後の県内景気については、内需は比較的底堅く堅調に推移すると思われ

るが、外需要因による減速が懸念されるため、緩やかな回復基調にはあるものの、全体に減速感がでてくると考えられる。 
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２．生産…「鉱工業生産指数」の３か月移動平均値は２か月連 

続で低下 
・鉱工業生産指数(2010年＝100)の「原指数」（2019年４月）は109.9、

前年同月比＋1.5％となり２か月ぶりに上昇したものの、「季節調整済

指数」は108.4、前月比－0.6％で、２か月ぶりに低下した。季調済指

数の３か月移動平均値（３月）は108.7、前月比－0.8％で、２か月連

続で低下し、伸び悩んでいる。 

・業種別季調済指数の水準は、「化学」（162.3）や「食料品」

（121.9）、「はん用・生産用・業務用機械」（119.4）、「パルプ・

紙・紙加工品」（118.9）などは高水準。一方、「窯業・土石製品」

（55.3）や「鉄鋼」（87.7）、「電気機械」（89.4）などは引き続き

低水準。 

・前月との比較では、「化学」（前月比＋20.0％、なかでも化粧品）や

「食料品」（同＋6.7％、同清涼飲料）などは上昇。一方、「窯業・土

石製品」（同－10.4％）や「プラスチック製品」（同－8.2％）、「電

気機械」（同－8.0％、同民生用電気機械、その他の電気機械）、「は

ん用・生産用・業務用機械」（同－6.8％、同半導体・フラットパネル

製造装置、機械工具、はん用機械器具部品）などは低下。 

・「出荷指数」と「在庫指数（製品在庫）」は、出荷は２か月ぶりに上

昇（原指数100.5、前年同月比＋0.9％）、在庫は10か月連続で低下

（同135.5、同－6.6％）。業種別でみた在庫指数は「電気機械」（同

－24.6％）で大幅低下したが、「輸送機械」（同＋52.2％）で大幅上

昇。 

・「県内普通倉庫の入庫量・出庫量・保管残高」（滋賀県倉庫協会、５

月)は、入庫高は19か月連続かつ大幅に減少（前年同月比－21.4％）、

出庫高は12か月連続かつ大幅に減少（同－20.8％）、保管残高は３か

月連続で増加（同＋4.7％）。 
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３．個人消費…「乗用車新車登録台数」は２か月連続で大幅増加 
・「消費者物価指数(生鮮食品を除く総合/大津市/2015年＝100)」（19年

５月）は102.7、前年同月比＋1.5％、前月比＋0.1％。前年同月比では

29か月連続で上昇、前月比では４か月連続で上昇。 

・「可処分所得(大津市・勤労者世帯)」（４月）は７か月連続で増加し

（前年同月比＋3.6％)、「家計消費支出(同)」は３か月ぶりに増加(同

＋7.4％) 

・「名目賃金指数（現金給与総額、事業所規模30人以上、2015年＝

100)」（３月）は88.4、同＋6.3％となり、２か月連続で増加。「実質

賃金指数」は86.4、同＋5.6％となり、２か月連続で増加。 

・「百貨店・スーパー販売額(全店ベース＝店舗調整前、対象店舗数は 97

店舗)」（４月）は、20,558百万円、前年同月比－2.9％となり７か月連

続で減少。品目別では、家電機器が２か月連続で増加したものの（同＋

7.9％）、ウエイトの高い飲食料品が６か月連続で減少したのをはじめ

（同－1.4％）、他の品目で減少し、衣料品は 34か月連続（同－11.0％）、

身の回り品は 16 か月連続（同－10.4％）、家庭用品は 7 か月連続（同

－7.8％）でそれぞれ減少。｢既存店ベース（＝店舗調整後）」ではすべ

ての品目で３か月連続の減少となっているため、全体では６か月連続で

減少（同－3.7％）。 

・大型専門店では、「ドラッグストア」（全店ベース＝店舗調整前、４

月、198店舗)が6,120百万円、同＋8.8％で、49か月連続で増加、「家

電大型専門店」(同41店舗)が3,082百万円、同＋1.3％となり３か月連

続で増加したが、「ホームセンター」(同63店舗)が3,246百万円、同－

3.8％で、６か月連続で減少。「コンビニエンスストア販売額」（同

569店舗）は9,692百万円、同＋3.0％で、６か月連続で増加。 

・これらの結果、小売業６業態計売上高（４月）は、42,698百万円、同

＋0.2％で、微増だが２か月連続で増加した。 

・「乗用車新車登録台数(登録ナンバー別)」（５月）は「普通乗用車(３

ナンバー車)」と「小型乗用車(５ナンバー車)」がともに２か月連続で

増加したため(順に1,642台、同＋16.3％、1,249台、同＋9.7％）、２

車種合計でも２か月連続で大幅増加（2,891台、同＋13.3％）。「軽乗

用車」は２か月連続かつ大幅増加（1,955台、同＋14.3％）。 
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４．民間設備投資…「民間非居住用建築物着工床面積」は２か月  

         連続で大幅減少 
・「民間非居住用建築物着工床面積」(19年５月)は、「鉱工業用」が３か

月ぶりに大幅減少し（29,707㎡、前年同月比－35.4％）、「サービス業

用」が３か月連続（10,176㎡、同－55.6％）、「商業用」も２か月連続

でともに大幅減少したため（6,234㎡、同－49.0％）、３業用計では46,117

㎡、同－43.2％で、２か月連続で大幅減少。 

 

【19 年５月の主な業種別・地域別申請状況】 

(ｲ)「鉱工業用」：守山市（23,167㎡）、長浜市（4,114㎡）、草津市

（1,192㎡）など 

(ﾛ)「商業用」 ：甲賀市（2,278㎡）、大津市（2,211㎡）など 

(ﾊ)「ｻｰﾋﾞｽ業用」：守山市（4,383㎡）、大津市（2,441㎡）など 

 

・トラック新車登録台数（５月）は、「普通トラック(１ナンバー車)」

が14か月連続で増加しているのに加え（138台、同＋2.2％）、「小型

四輪トラック(４ナンバー車)」が２か月ぶりに増加したため（194台、

同＋2.6％）、２車種合計では14か月連続で増加（332台、同＋

2.5％）。 

・㈱しがぎん経済文化センターが 19 年５月に実施した「県内企業動向調

査」は（有効回答数 296社）、今期４－６月期に設備投資を「実施」し

た（する）割合は、前期を３ポイント下回り 47％となった。次期７－９

月期は 43％とさらに低下の見通し。当期の設備投資「実施」（予定を含

む）企業の主な投資内容は、「生産・営業用設備の更新」が最も多い（40％）。

業種別にみると、製造業では「生産・営業用設備の更新」（53％）、非製

造業では「車両の購入」（45％）がトップ。 
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５．住宅投資…「新設住宅着工戸数」は５か月連続かつ大幅に 

       減少        
・「新設住宅着工戸数」（19年５月）は640戸、前年同月比－12.8％で、

５か月連続かつ大幅に減少。 

・利用関係別では、｢持家」は381戸、同－8.9％で、４か月ぶりに減少し

(大津市87戸など)、｢貸家」は149戸、同－24.7％で、２か月ぶりに大

幅減少(草津市80戸など)、「分譲住宅」は109戸、同－7.6％で、４か

月連続で減少している(大津市34戸など)。分譲住宅のうち「分譲マン

ション」は３か月ぶりに申請がなく（０戸、前年差０戸）、「一戸建

て」は２か月ぶりに減少した（109戸、同－９戸）。「給与住宅」は１

戸（大津市１戸）。 

・５月の分譲マンション新規販売率（１月からの新規販売戸数累計:111

戸／同新規供給戸数累計:161戸）は68.9％となり、好不調の境目とい

われる70％を下回っている(参考：近畿全体では67.7％)。平均住戸面

積は73.94㎡、平均販売価格は3,907万円。 
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（戸） 新設住宅着工戸数の推移（利用関係別）
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住宅

給与

住宅

貸家
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（月）

734

640

0

滋賀県
【新設住宅】利用関係別戸数（単位：戸）
月次集計：2019年5月
CODE 県郡市町名 利用関係計 持家 貸家 給与住宅 分譲住宅

滋賀県計 640 381 149 1 109
市部計 611 354 149 1 107
郡部計 29 27 0 0 2

201 大津市 132 87 10 1 34
202 彦根市 55 29 16 0 10
203 長浜市 37 20 12 0 5
204 近江八幡市 41 31 4 0 6
206 草津市 128 43 80 0 5
207 守山市 44 23 0 0 21
208 栗東市 37 18 9 0 10
209 甲賀市 37 21 12 0 4
210 野洲市 23 12 6 0 5
211 湖南市 18 15 0 0 3
212 高島市 12 12 0 0 0
213 東近江市 34 33 0 0 1
214 米原市 13 10 0 0 3
380 蒲生郡 8 8 0 0 0
383 日野町 6 6
384 竜王町 2 2
420 愛知郡 8 8 0 0 0
425 愛荘町 8 8
440 犬上郡 13 11 0 0 2
441 豊郷町 6 4 2
442 甲良町 3 3
443 多賀町 4 4
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６．公共投資…「請負金額」は４か月ぶりかつ大幅に増加 
・西日本建設業保証(株)の保証による公共工事の請負件数（19年５月）

は136件、前年同月比＋12.4％で、５か月ぶりに増加。金額は約137億

円、同＋70.5％で、４か月ぶりかつ大幅に増加 

・請負金額を発注者別では、 

「国」(約15億円、前年同月の15.3倍) 

「独立行政法人」(約11億円、同＋133.7％) 

「県」(約46億円、同＋55.7％) 

「市町」(約61億円、同＋38.9％) 

「その他」(約４億円、同＋268.1％) 

 

《19年５月の主な大型工事（３億円以上）》 
国  ：湖東平野農業水利事業小中野調整池建設工事（近畿農政局、 

工事場所：東近江市） 

    国営施設機能保全事業日野川地区第２段揚水機設備改修工事 

    （近畿農政局、同上：竜王町） 

独立行政法人： 

北陸自動車道木之本ＩＣ～敦賀ＩＣ間トンネル背面空洞注入工事 

（中日本高速道路㈱金沢支社、同上：長浜市） 

    滋賀医科大学総合研究棟（臨床系Ⅱ）改修工事（同：大津 

市） 

県  ：琵琶湖流域下水道湖西浄化センター汚泥処理設備改築更新工 

事（同：大津市） 

    原松原線補助都市計画街路工事（同：彦根市） 

     草津用水２期地区常盤用水路工事（同：草津市） 

市 町：長浜市産業文化交流拠点施設整備工事（建築工事） 

    （仮称）北部地域総合体育館整備工事（長浜市） 

    今津総合運動公園グラウンド拡張整備工事（高島市） 

    能登川スポーツセンター体育館移転新築工事（建築工事） 

（東近江市） 
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７．雇用情勢…「新規求人倍率」は前月に比べ大幅低下 
・「新規求人数(パートを含む)」（19年５月）は、8,504人（前年同月比

－11.3％）で、２か月ぶりかつ大幅に減少、「新規求職者数（同）」

は4,816人（同－9.4％）で、６か月連続で減少。 

・「新規求人倍率(パートを含む、季節調整値)」は前月に比べ大幅低下

（－0.24ポイント）の1.99倍、「有効求人倍率(同)」は若干低下(－

0.03ポイント)の1.35倍。「就業地別」の有効求人倍率も低下（－0.04

ポイント）の1.65倍となったが、公表値である「受理地別」の1.35倍

を引き続き大きく上回っている。 

・雇用形態別の有効求人倍率（原数値）は、「常用パート」は前月に比

べ低下（－0.05ポイント）の1.15倍で、３か月連続で低下、「正社

員」は0.02ポイント上昇の0.82倍で、４か月ぶりに上昇。 

・県内の安定所別の有効求人倍率（パートを含む、原数値）は、「彦

根」が引き続き高水準の1.70倍で、以下「長浜」（1.23倍）、「草

津」（1.22倍）、「甲賀」（1.13倍）、「大津」（1.10倍）、「東近

江」（1.09倍）と続く。一方、県内で最も低い「高島」は２か月連続

で１倍を下回っている（0.88倍）。 

・産業別の「新規求人数」は、「建設業」が２か月連続で大幅増加したも

のの（485人、同＋19.5％）、「製造業」は４か月連続で減少（1,718人、

同－2.8％）、「卸売・小売業」は２か月連続で大幅に減少（989人、同

－22.7％）、「医療、福祉」が 7か月ぶりに減少（1,671人、同－4.7％）、

「サービス業」は２か月ぶりかつ大幅に減少（1,047人、同－27.3％） 

・「雇用保険受給者実人員数」（５月）は、5,151人、同＋0.04％で、２

か月連続で増加。 

・「常用雇用指数(事業所規模30人以上、2015年＝100)」（３月）は、

101.3、同＋0.2％で、２か月ぶりに増加。｢製造業の所定外労働時間指

数(同)｣は105.8、同－7.2％で、２か月連続で減少。 

・「完全失業率」（19年１－３月期）は、1.8％で、横這いの推移（前期

比0.0ポイント）。 
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８．企業倒産…「負債総額」は３か月連続で前年を下回る 
・㈱東京商工リサーチ滋賀支店のまとめによる「負債金額10百万円以

上」の倒産件数（19年５月）は、８件（前年差－８件）で、５か月連

続で前年を下回っている。負債総額は約305百万円（同－1,920百万

円）で、３か月連続で前年を下回っている。 

・業種別では「サービス業他」が４件、「建設業」が３件、「小売業」

が１件。原因別では８件すべて「販売不振」資本金別では８件中７件

が「１千万円未満」。 

 

【５月度の県内の主な倒産】 

商 号 負債額 

（百万円） 

倒産原因 倒産形態 業 種 

㈲レインボー 

 

100 販売不振 破産法 ガソリンス

タンド経営 

㈱杉金製材 100 販売不振 破産法 建築工事 
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９．県内主要観光地の観光客数 
【①大津地域】 

  ミシガン＋ビアンカ………………19年５月 23,051人（前年同月比 

＋7.1％） 

  道の駅：びわ湖大橋米プラザ…………５月  73,715人（同＋9.8％） 

道の駅：妹子の郷………………………５月  85,000人（同＋4.9％） 

比叡山ドライブウェイ…………………５月  57,089人（同＋12.6％） 

 奥比叡ドライブウェイ…………………５月 34,064人（同＋12.8％） 

 びわ湖バレイ……………………………５月  91,371人（同＋17.7％） 

 

【②南部地域】 

県立琵琶湖博物館………………………５月  53,403人（同＋28.1％） 

 道の駅：草津……………………………５月  21,020人（同＋8.5％） 

 道の駅：こんぜの里りっとう…………５月   5,175人（同＋36.5％） 

ファーマーズマーケットおうみんち……５月  35,108人（同－5.4％） 

びわ湖鮎家の郷…………………………５月  17,302人（同＋1.9％） 

 

【③甲賀地域】 

 県立陶芸の森……………………………５月  67,724人（同＋24.2％） 

  ＭＩＨＯ ＭＵＳＥＵＭ………………５月 51,638人（同＋130.3％） 

 道の駅：あいの土山……………………５月  11,380人（同＋0.7％） 

 

【④東近江地域】 

ラ コリーナ近江八幡 …………………５月 314,512人（同＋4.7％） 

休暇村 近江八幡………………………５月  12,244人（同＋0.5％） 

安土(城郭資料館＋信長の館)…………５月  13,301人（同＋32.9％）  

道の駅：竜王かがみの里………………５月  59,556人（同－5.2％） 

道の駅：アグリパーク竜王……………５月  54,854人（同＋24.3％） 

道の駅：奥永源寺渓流の里……………５月  49,625人（同＋17.7％） 

道の駅：あいとうﾏｰｶﾞﾚｯﾄｽﾃｰｼｮﾝ ……５月  51,021人（同－28.3％） 

 滋賀農業公園ブルーメの丘……………５月  81,055人（同＋98.4％） 

 

 

【⑤湖東地域】 

彦根城……………………………………５月102,537人（同＋27.8％） 

かんぽの宿 彦根………………………５月  6,678人（同－5.0％） 

道の駅：せせらぎの里こうら…………５月 16,107人（同＋17.4％） 

 

【⑥湖北地域】 

  道の駅：近江母の郷……………………５月 23,204人（同＋0.7％） 

長  浜  城………………………………５月 14,588人（同＋26.9％） 

 長浜｢黒壁スクエア｣……………………５月216,654人（同＋7.1％） 

 道の駅：伊吹の里・旬彩の森…………５月 37,389人（同－1.2％） 

    〃 ：塩津海道あぢかまの里………５月 38,010人（同＋3.9％） 

  〃 ：湖北みずどりステーション…５月 38,572人（同－6.8％） 

  

【⑦湖西地域】 

 県立びわ湖こどもの国…………………５月 43,090人（同＋21.9％） 

  道の駅：藤樹の里あどがわ……………５月 80,093人（同＋13.6％） 

  〃 ：くつき新本陣 ………………５月 34,851人（同＋24.1％） 

  〃 ：マキノ追坂峠…………………５月 25,979人（同＋54.5％） 

  

【⑧その他】 

主要３シネマコンプレックス…………５月 38,122人（同＋11.4％） 
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《トピックス》 

【県内企業の賃上げの動向について】 

（㈱しがぎん経済文化センター調査より） 
 ―「賃上げをする」企業は２年連続で７割超― 

 調 査 名     ：「県内企業動向調査」の「特別調査」 

 調 査 時 期     ：５月９日～27日 

 調査対象先：911社 有効回答数：296 社（有効回答率 32％） 

  うち製造業： 135社（有効回答数の構成比 46％） 

  うち非製造業   ：161社（   〃      54％） 

 

・今年度中（2019年４月１日～2020年３月 31日）の賃上げ実施状況 

（予定を含む）について、「定期昇給、ベースアップの両方」

（28.7％）と「定期昇給のみ」（43.9％）を合計した「賃上げをす

る」企業の割合は、前年比 0.8ポイント増の 72.6％と、２年連続

で７割を超えた。「据え置きにする」は 13.9％、「未定」は 10.5％

だった。「賃下げをする」は２年続けて 0.0％となった（図１）。 

 

・調査を開始した 14年からの推移をみると、「賃上げをする」割合は 

４年連続で増加し、今回（72.6％）は調査開始以降、最も高くなっ

た。「定期昇給、ベースアップの両方」（28.7％）は３年ぶりに増加

し、「定昇のみ」（43.9％）は３年ぶりに減少した（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ 賃上げの実施状況（一部抜粋）の推移 
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・業種別にみると、「賃上げをする」割合は製造業が 79.3％で、調査

開始以降最も高くなった昨年度（79.4％）からほぼ横ばい、非製造

業は 67.1％で、調査開始以降、最も高くなった。なお、非製造業

は製造業に比べて 12.2ポイント低い。業種別の詳細では、製造業

で鉄鋼、一般機械が 100.0％となったほか、電気機械（90.9％）が

９割を超え、化学（88.9％）、食料品（84.6％）、精密機械

（80.0％）で８割以上となり、これら６業種で製造業平均を上回っ

た。非製造業は、卸売（69.0％）、建設（68.7％）、小売（68.2％）

の３業種が非製造業平均を上回った（表１）。 

 

 
 

・資本金規模別では、規模が大きくなるほど「賃上げをする」割合が

高まる傾向にある。「１億円超」（90.5％）は昨年度（87.5％）より

3.0ポイント増え、調査開始以降、初めて９割を超えた。特に「定

期昇給、ベースアップの両方」が＋12.5ポイントと大きく増加し

た。「５千万円超～１億円以下」（78.7％）は 4.0ポイント減少、

「１千万円超～５千万円以下」（75.0％）は 4.3ポイント増加し、

両カテゴリの差は縮小した。一方、「賃上げをする」割合における

「１億円以上」と「個人、１千万円以下」（62.3％）の較差は、17

年度 15.5ポイント→18年度 25.1ポイント→今年度 28.2ポイント

と、拡大する傾向にある（図３）。 

 
図３ 賃上げの実施状況（予定を含む）2018-19 年比較［資本金規模別］ 

 
 

 

 

 

定期昇給、
べースアップ
の両方（①）

定期昇給
のみ（②）

合計
（①＋②）

全体 28.7 43.9 72.6 13.9 0.0 10.5 1.7 1.4

製造業 34.1 45.2 79.3 15.6 0.0 3.7 0.7 0.7
繊維 21.1 42.1 63.2 26.3 0.0 10.5 0.0 0.0
木材・木製品 25.0 25.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0
紙・パルプ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
化学 66.7 22.2 88.9 0.0 0.0 11.1 0.0 0.0
石油・石炭 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
窯業・土石 25.0 50.0 75.0 25.0 0.0 0.0 0.0 0.0
鉄鋼 25.0 75.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
非鉄金属 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
食料品 30.8 53.8 84.6 15.4 0.0 0.0 0.0 0.0
金属製品 36.8 31.6 68.4 15.8 0.0 10.5 0.0 5.3
一般機械 25.0 75.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
電気機械 36.4 54.5 90.9 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0
輸送用機械 ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
精密機械 60.0 20.0 80.0 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他の製造業 25.0 54.2 79.2 16.7 0.0 0.0 4.2 0.0

非製造業 24.2 42.9 67.1 12.4 0.0 16.1 2.5 1.9
建設 21.6 47.1 68.7 7.8 0.0 15.7 5.9 2.0
不動産 33.3 26.7 60.0 20.0 0.0 20.0 0.0 0.0
卸売 27.6 41.4 69.0 17.2 0.0 6.9 3.4 3.4
小売 27.3 40.9 68.2 9.1 0.0 22.7 0.0 0.0
運輸・通信 25.0 37.5 62.5 12.5 0.0 12.5 0.0 12.5
電気・ガス ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
サービス 18.5 48.1 66.6 14.8 0.0 18.5 0.0 0.0
リース ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※ ※
その他の非製造業 0.0 50.0 50.0 16.7 0.0 33.3 0.0 0.0

※回答数が３社以下の業種は非表示

※四捨五入の関係で、①②の単純合計と合計（①+②）は一致しないことがある

表１　賃上げの実施状況（予定を含む）［業種別詳細］

業種

賃上げをする

据え置き
にする

賃下げを
する

未定

年俸制など
の賃金制度
のため、一律
の対応は行
わない

その他  

26.7 

20.0 

25.7 

22.1 

25.5 

36.5 

66.7 

54.2 

35.6 

42.4 

49.3 

48.6 

53.2 

46.2 

23.8 

33.3 

23.3 

23.5 

10.3 

11.0 

6.4 

1.9 

9.5 

4.2 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 
0.0 

0.0 

11.1 

11.8 

12.5 

12.7 

8.5 

11.5 

0.0 

8.3 

2.2 

1.2 

2.2 

3.9 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

1.1 

1.2 

0.0 

1.7 

6.4 

3.8 

0.0 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年

（n=90）

2018年

（n=85）

2019年

（n=136）

2018年

（n=181）

2019年

（n=47）

2018年

（n=52）

2019年

（n=21）

2018年

（n=24）
個
人
、

１
千
万
円
以
下

１
千
万
円
超
～

５
千
万
円
以
下

５
千
万
円
超
～

１
億
円
以
下

１
億
円
超

賃上げをする

（定期昇給、

ベースアップの両方）

賃上げをする

（定期昇給のみ）

据え置きにする 賃下げをする 未定 年俸制などの賃金制度のため、

一律の対応は行わない

その他

62.3％

87.5％

62.4％

75.0％

70.7％

78.7％

82.7％

90.5％
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・「賃上げをする」と答えた企業にその理由をたずねたところ、「従業

員の確保、モチベーションアップのため」（89.6％）が約９割。次

いで、「業績が改善したため」（18.4％）、「同業他社が賃上げをする

見通しのため」（10.4％）と続いた（図４）。 

 

 

 

 
 

 

 

  

 

 

 

 

・「据え置きにする」または「賃下げをする」と答えた企業にその理

由をたずねたところ、「業績が改善しないため」が 86.5％と、昨年

度（73.7％）より 12.8ポイント増加した。次いで「他を優先する

ため」（10.8％）が続き、「内部留保を高めるため」（5.4％）は昨年

度より－10.4ポイントと大きく減少した（図５）。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

89.6

18.4

10.4

9.9

3.3

93.1

20.6

7.7

10.5

1.6

88.8

20.1

8.9

7.9

2.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員の確保、

モチベーションアップ

のため

業績が改善したため

（改善予定も含む）

同業他社が賃上げをする

見通しのため

物価上昇に

配慮するため

その他

図４ 賃上げをする理由（複数回答）

2019年度（n=212）

2018年度（n=248）

2017年度（n=214）

 

86.5 

10.8 

5.4 

73.7 

10.5 

15.8 

90.2 

5.9 

7.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

業績が改善しないため

他を優先するため

内部留保を高めるため

図５ 賃上げをしない理由（複数回答）

2019年度（n=37）

2018年度（n=38）

2017年度（n=51）
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【県内企業の夏季ボーナス支給予測調査】 

 （㈱しがぎん経済文化センター調査より） 

－1人当たりの平均支給額 504,699 円、昨年夏比 2.1％増－ 
 調 査 時 期     ：６月 10日～27日 

 調査対象先：911社 有効回答数：213社（有効回答率 23％） 

ただし、金額に関する回答は 137社（同 15％） 

  うち製造業：72社（有効回答数の構成比 53％） 

 うち非製造業   ：65社（   〃      47％） 

※昨年より調査時期を従来の５月から６月に変更。 

◆県内企業に 2019 年夏季のボーナス支給の予定をたずねたところ、「支

給する」割合は 87.3％で昨年調査（87.0％）から 0.3 ポイント上昇し

た。「支給しない」割合は 7.0％で、昨年（8.8％）から 1.8ポイント低

下した（図１）。業種別では「支給する」が製造業で 3.1ポイント低下

（90.0％→86.9％）、非製造業で 3.3 ポイント上昇（84.4％→87.7％）

した。 

 

◆１人当たりのボーナス平均支給額（予測）（金額回答のあった 137社の

平均）は 504,699円で、昨年夏季実績（494,253円）から 2.1％増加し

た。昨年調査（＋1.1％）に続き２年連続の増加となった（図２、表１）。

業種別では、製造業の平均支給額は 539,813 円、前年実績比 1.7％増

で、非製造業は 480,866円で同 2.5％増となった。 

 

 
 

 

 

87.3 

87.0 

86.9 

90.0 

87.7 

84.4 

7.0 

8.8 

7.5 

5.0 

6.6 

12.1 

5.6 

4.2 

5.6 

5.0 

5.7 

3.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年

（n=213）

2018年

（n=261）

2019年

（n=107）

2018年

（n=120）

2019年

（n=106）

2018年

（n=141）

全
体

製
造
業

非
製
造
業

図１ 夏季ボーナスの支給の有無［正社員］（業種別）

支給する 支給しない 未定

 

494,253 

530,665 

469,003 

504,699 

539,813 

480,866 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

全体 製造業 非製造業

図２ １人当たりのボーナス平均支給額［正社員］（業種別）

2018年（実績） 2019年（予測）（単位：円）

 表１
正社員 単位 全体 製造業 非製造業

回答企業数 137 72 65
１人当たりの月平均給与 円 300,889 286,349 310,757
ボーナス支給月数 カ月 1.68 1.89 1.55

円 504,699 539,813 480,866
前年対比(％) 2.1 1.7 2.5

平均年齢 歳 42.81 42.48 43.18
平均勤続年数 年 13.13 13.20 13.05

１人当たりの
ボーナス平均支給額
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◆従業員数別では、すべての区分で前年支給実績を上回った。特に伸び

が大きかったのは、「10人以下」（前年実績比＋7.1％）と「101～300人」

（同＋3.7％）であった（図３、表２）。 

 

 

 
 

◆資本金別では、「３億円超」（同＋3.3％）の企業で伸びが大きい。「1,000

万円超、5,000万円以下」と「5,000万円超、１億円以下」ではわずか

に前年実績を下回った（それぞれ同－0.1％、－0.4％）（図４、表３）。 

 

 

 
 

 

494,253 

377,843 

416,448 

384,692 

504,864 

553,077 

504,699 

404,638 
420,150 

385,102 

523,758 

562,729 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

全体 10人以下 11～50人 51～100人 101～300人 301人以上

図３ １人当たりのボーナス平均支給額［正社員］（従業員数別）

2018年（実績） 2019年（予測）（単位：円）

 表２
正社員 単位 全体 10人以下 11～50人 51～100人 101～300人 301人以上

回答企業数 137 20 49 27 19 11
１人当たりの月平均給与 円 300,889 243,464 286,509 301,010 277,842 317,019
ボーナス支給月数 カ月 1.68 1.66 1.47 1.28 1.89 1.78

円 504,699 404,638 420,150 385,102 523,758 562,729
前年対比(％) 2.1 7.1 0.9 0.1 3.7 1.7

平均年齢 歳 42.81 44.34 43.50 42.45 42.09 39.75
平均勤続年数 年 13.13 11.27 13.20 13.10 14.53 14.17

※従業員数が不明の回答先を除いたため、回答企業数の合計は[全体]と一致しない

１人当たりの
ボーナス平均支給額

 

494,253 

387,024 
362,403 

445,676 

663,995 

561,374 

504,699 

392,787 

362,053 

443,848 

667,845 

579,669 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

全体 1,000万円以下

個人

1,000万円超

5,000万円以下

5,000万円超

１億円以下

１億円超

３億円以下

３億円超

（単位：円）

図４ １人当たりのボーナス平均支給額［正社員］（資本金別）

2018年（実績） 2019年（予測）

 表３
正社員 単位 全体

1,000万円以下
個人

1,000万円超
5,000万円以下

5,000万円超
１億円以下

１億円超
３億円以下

３億円超

回答企業数 137 33 66 21 5 11
１人当たりの月平均給与 円 300,889 245,407 265,564 299,248 359,604 321,035
ボーナス支給月数 カ月 1.68 1.60 1.36 1.48 1.86 1.81

円 504,699 392,787 362,053 443,848 667,845 579,669
前年対比(％) 2.1 1.5 -0.1 -0.4 0.6 3.3

平均年齢 歳 42.81 42.78 43.38 41.98 38.68 43.23
平均勤続年数 年 13.13 11.37 12.83 14.30 13.96 17.51

※資本金規模が不明の回答先を除いたため、回答企業数の合計は[全体]と一致しない

１人当たりの
ボーナス平均支給額
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◆１人当たりのボーナス平均支給額を「増やす」と回答した企業は

16.7％で、昨年調査（30.1％）から－13.4 ポイントと大きく低下した。

一方で、「未定」（15.2％）は 6.4ポイント上昇、「減らす」（10.1％）は

1.7 ポイント上昇した（図５）。業種別では、昨年と比べて、製造業で

「増やす」（31.9％→16.3％）が 15.6ポイント低下し、「減らす」（9.7％

→16.3％）が 6.6ポイント上昇、「未定」（8.8％→17.3％）も 8.5ポイ

ント上昇した。非製造業でも「増やす」（28.6％→17.0％）が－11.6ポ

イントと大きく低下し、「減らす」（7.1％→4.0％）は 3.1ポイント低下

した。 

 

 
 

 

 

 

 

◆ボーナス支給額を決定する要因（複数回答）は、「直近の自社の決算」

（70.8％）が最も多く、次いで、「自社の足元の業況」（60.9％）、「自社

の前年の支給実績」（55.4％）となった（図６）。業種別では、製造業、

非製造業とも「直近の自社の決算」（それぞれ 74.7％、67.0％）が最も多

い。非製造業では「前年の支給実績」（54.4％）と「足元の業況」（53.4％）

が同程度。 
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図５ １人当たりのボーナス平均支給額の増減（業種別）

増やす 同程度 減らす 未定
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74.7 

67.0 
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68.7 

53.4 
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25.7 

30.3 

21.4 

10.4 11.1 9.7 
6.4 7.1 5.8 4.5 4.0 4.9 
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全体（ｎ＝202） 製造業（ｎ＝99） 非製造業（ｎ＝103）

図６ ボーナス支給額を決定する要因（業種別、複数回答）

直近の自社の決算 自社の足元の業況 自社の前年の支給実績 景気の動向

同業他社の水準 近隣で同規模の企業の水準 その他
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【住民基本台帳人口に基づく人口動態調査（平成 31年 

1 月 1日現在）】 

 －日本人の減少を外国人の増加でカバーし、前年比 

445人増加の 142万 80人－ 
◆平成31年1月1日現在の住民基本台帳人口に基づく滋賀県の人口は、 

前年比 445人増加（＋0.03％）の 1,420,080人となった。うち日本人

は同 2,282 減少の 1,390,806 人に対し、外国人は同 2,727 人増加の

29,274人で、日本人の減少を外国人の増加でカバーした形となってい

る。 

 

 
 

 
 

◆平成 30 年１年間の人口増減率上位の都道府県をみると、総計で増加し

たのは８都県のみで、滋賀県の伸び率は７位となった。日本人では滋賀

県は▲0.16％で、減少ではあるが８位、外国人では＋10.27％で 10位と

なった。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計

県　　計 685,420 15,358 700,778 705,386 13,916 719,302 1,390,806 29,274 1,420,080

市　　計 648,227 14,298 662,525 667,563 13,123 680,686 1,315,790 27,421 1,343,211

町　　計 37,193 1,060 38,253 37,823 793 38,616 75,016 1,853 76,869

住民基本台帳人口(平成31年1月1日現在)

人　　口　　(人)

男 女 合計

日本人 外国人 計 日本人 外国人 計 日本人 外国人 計

県　　計 -1,024 1,836 812 -1,258 891 -367 -2,282 2,727 445

市　　計 -779 1,685 906 -901 856 -45 -1,680 2,541 861

町　　計 -245 151 -94 -357 35 -322 -602 186 -416

前年度からの増減（「平成31年1月1日現在」－「平成30年1月1日現在」）

人　　口　　(人)

男 女 合計

人口増減率上位の都道府県（平成31年1月1日－平成30年1月1日）

都道府県名 人口増減率（％） 都道府県名 人口増減率（％） 都道府県名 人口増減率（％）

1 東京都 0.76 東京都 0.56 島根県 15.42

2 沖縄県 0.32 沖縄県 0.18 鹿児島県 15.22

3 神奈川県 0.20 神奈川県 0.05 熊本県 14.17

4 埼玉県 0.1939 千葉県 0.03 北海道 13.66

5 千葉県 0.1937 埼玉県 0.02 沖縄県 13.48

6 愛知県 0.18 福岡県 ▲0.09 宮崎県 13.39

7 滋賀県 0.03 愛知県 ▲0.06 青森県 12.72

8 福岡県 0.01 滋賀県 ▲0.16 佐賀県 11.86

9 京都府 ▲0.32 兵庫県 ▲0.43 石川県 11.82

10 兵庫県 ▲0.34 宮城県 ▲0.44 滋賀県 10.27

総計 日本人 外国人
順位
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◆県内市町別の平成 31年１月１日現在の人口をみると、人口 10万人以上

は大津市（342,950 人）、草津市（133,975 人）、長浜市（118,498 人）、

東近江市（114,361人）、彦根市（113,171人）の順となっている。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

◆平成 30 年１年間の増減をみると、増加は７市町で、最も増加したのは

草津市の＋1,090 人で、逆に最も減少したのは長浜市の▲729 人。日本

人が最も増加したのは草津市で＋756 人で、最も減少したのは長浜市で

▲970人。外国人が最も増加したのは湖南市で＋375人。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

大津市 彦根市 長浜市
近江八

幡市
草津市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市

東近江

市
米原市 日野町 竜王町 愛荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

計 342,950 113,171 118,498 82,191 133,975 83,151 69,533 90,974 51,096 55,053 48,963 114,361 39,295 21,479 12,149 21,349 7,349 6,990 7,553

外国人 4,276 2,640 3,369 1,313 2,486 1,019 1,201 3,216 618 2,987 546 3,240 510 518 219 851 170 61 34

日本人 338,674 110,531 115,129 80,878 131,489 82,132 68,332 87,758 50,478 52,066 48,417 111,121 38,785 20,961 11,930 20,498 7,179 6,929 7,519

342,950

113,171118,498

82,191

133,975

83,151
69,533

90,974

51,096 55,053 48,963

114,361

39,295

21,479
12,149

21,349
7,349 6,990 7,553
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住民基本台帳人口（平成31年1月1日現在）

日本人 外国人 計

（人）

大津市 彦根市 長浜市
近江八

幡市
草津市 守山市 栗東市 甲賀市 野洲市 湖南市 高島市

東近江

市
米原市 日野町 竜王町 愛荘町 豊郷町 甲良町 多賀町

計 490 451 -729 -76 1,090 446 651 -436 -1 131 -665 -243 -248 -218 31 -53 -18 -156 -2

外国人 210 304 241 156 334 73 93 275 47 375 68 355 10 74 74 19 15 0 4

日本人 280 147 -970 -232 756 373 558 -711 -48 -244 -733 -598 -258 -292 -43 -72 -33 -156 -6

490 451

-729

-76

1,090

446
651

-436

-1

131

-665
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-248 -218
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住民基本台帳人口・県内市町別の前年からの増減（平成31年1月1日－平成30年1月1日）

日本人 外国人 計

（人）
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【県内土地の路線価】 －再び下落－ 
◆７月１日に発表された県内７税務署の 2019 年の最高路線価（１月

１日現在、相続税などの算定基準となる）は、標準宅地の変動率が

前年比－0.2％となり、10年ぶりに上昇した昨年から再び下落した。 

◆７税務署の最高路線価は、大津と草津の両税務署管内では６年連続、

近江八幡は 11年ぶりに上昇した。彦根、長浜、今津は横ばいで、水

口のみ減少となるなど、二極化が一層、進んだ。 

◆県内の最高路線価は草津署内のＪＲ草津駅東口広場（大路１丁目）

で、１㎡あたり 28 万５千円となり、前年より１万円の上昇、前年

比 3.6％のプラス。一方、唯一下落した甲賀市の県道大野名坂線（水

口町本綾野）は同６万円で、前年より１千円の下落、同 1.6％のマ

イナスとなった。 

県内７税務署管内の最高路線価    

         （2019年分の価格の高い順） (１㎡あたり、単位：円、％) 

税務署名 所 在 地 2019年 2018年 変動率 

草  津 
ＪＲ草津駅東口広場 

（草津市大路１丁目） 
285,000 275,000 3.6 

大  津 
ＪＲ大津駅前通り 

（大津市春日町） 
270,000 265,000 1.9 

近江八幡 
ＪＲ近江八幡駅前広場 

（近江八幡市鷹飼町） 
120,000 115,000 4.3 

彦  根 
ＪＲ彦根駅前 

（彦根市大東町） 
100,000 100,000 0.0 

長  浜 
主要地方道大津能登川長

浜線（長浜市南呉服町） 
98,000 98,000 0.0 

水  口 
県道大野名坂線 

（甲賀市水口町本綾野） 
60,000 61,000 ▲1.6 

今  津 
県道安曇川今津線 

（高島市今津町今津） 
35,000 35,000 0.0 

《ご参考①：国内景気の動向》（2019年６月 18日：内閣府） 
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《ご参考②：京滋の景気動向》（2019.6.12）  
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《ご参考③：近畿の景気動向》 
（2019.5.31：内閣府「地域経済動向） 

 
 

《当報告書のご利用についての注意事項》 

・当報告書は情報提供のみを唯一の目的として作成されたものであり、 

何らかの金融商品の取引勧誘を目的としたものではありません。 

・当報告書は信頼できると思われる情報に基づいて作成されていますが、 

当行並びに当社はその正確性を保証するものではありません。内容は、 

予告なしに変更することがありますので、予めご了承ください。 

・また、本報告書は著作物であり、著作権法により保護されております。 

全文または一部を転載する場合は出所を明記してください。 

・なお、本報告書の内容に関するご照会は下記の担当者までご連絡くだ 

さい｡ 

照会先：㈱しがぎん経済文化センター（産業・市場調査部：志賀） 

ＴＥＬ：077-523-2245  E-mail：keizai@keibun.co.jp 

以 上 
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